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 　平成16年6月18日の不動産登記法全面改正  1） 後の（平成17年3月7日施行，以下改正法を，旧
不動産登記法と比較して論じるときは，改正不動産登記法と記す）不動産物権変動における権原
保証をめぐる判例の動向を，改正後，しばらく経過した後に一度，分析した。その時点では紛争














































































































































































































































































































































































































































































































































 8） 以下事実の概要・判決要旨の見出しは筆者による。 
 9） 別人がAになりすましていたわけである。登記名義人に近い年齢・性別の者がその役割にあたることが多
い。「地面師」の常套手段である。自称訴外Aと表記する者は本人ではない。 
 10） 「権利証」の偽造事案で，原告が不動産業者である事案（東京地判平成27年5月26日　平成26年（ワ）
第5346号　LexDB 25530255）でも，「権利証」等が偽造又は変造によるものであることが一見して明ら
かであったことを認めるに足りる証拠なく，登記書類が真正であることについて調査及び確認をすべき
義務を負うこととなる特段の事情が無い場合，注意義務違反を認めることはできないと判示した。 
